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議案第１１３号               平成  年  月  日議決 

   津市議会の議員及び津市長の選挙における選挙運動用自動車の使    

   用の公営に関する条例の一部の改正について 

 津市議会の議員及び津市長の選挙における選挙運動用自動車の使用の公営に

関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２８年９月３０日 

                      津市長 前 葉 泰 幸 

津市条例第２９号 

   津市議会の議員及び津市長の選挙における選挙運動用自動車の使用の公

営に関する条例の一部を改正する条例 

 津市議会の議員及び津市長の選挙における選挙運動用自動車の使用の公営に

関する条例（平成１８年津市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

 第４条第２号ア中「１５，３００円」を「１５，８００円」に改め、同号イ

中「７，３５０円」を「７，５６０円」に改める。 

   附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例による改正後の津市議会の議員及び津市長の選挙における選挙運

動用自動車の使用の公営に関する条例の規定は、この条例の施行の日（以下

「施行日」という。）以後その期日を告示される選挙について適用し、施行

日の前日までにその期日を告示された選挙については、なお従前の例による。 



議案第１１４号               平成  年  月  日議決 

   津市長の選挙における選挙運動用ビラの作成の公営に関する条例 

の一部の改正について 

 津市長の選挙における選挙運動用ビラの作成の公営に関する条例の一部を改

正する条例をここに公布する。 

  平成２８年９月３０日 

                      津市長 前 葉 泰 幸 

津市条例第３０号 

   津市長の選挙における選挙運動用ビラの作成の公営に関する条例の一部

を改正する条例 

 津市長の選挙における選挙運動用ビラの作成の公営に関する条例（平成２１

年津市条例第３号）の一部を次のように改正する。 

 第４条及び第５条中「７円３０銭」を「７円５１銭」に改める。 

   附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例による改正後の津市長の選挙における選挙運動用ビラの作成の公

営に関する条例の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）

以後その期日を告示される選挙について適用し、施行日の前日までにその期

日を告示された選挙については、なお従前の例による。 



議案第１１５号               平成  年  月  日議決 

   津市議会の議員及び津市長の選挙における選挙運動用ポスターの 

   作成の公営に関する条例の一部の改正について

 津市議会の議員及び津市長の選挙における選挙運動用ポスターの作成の公営

に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２８年９月３０日 

                      津市長 前 葉 泰 幸 

津市条例第３１号 

   津市議会の議員及び津市長の選挙における選挙運動用ポスターの作成の

公営に関する条例の一部を改正する条例 

 津市議会の議員及び津市長の選挙における選挙運動用ポスターの作成の公営

に関する条例（平成１８年津市条例第３号）の一部を次のように改正する。 

 第４条第１号中「５１０円４８銭」を「５２５円６銭」に、「３０万１，８

７５円」を「３１万５００円」に改め、同条第２号中「２５万５，２４０円と

２６円７３銭」を「２６万２，５３０円と２７円５０銭」に、「３０万１，８

７５円」を「３１万５００円」に改める。 

   附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例による改正後の津市議会の議員及び津市長の選挙における選挙運

動用ポスターの作成の公営に関する条例の規定は、この条例の施行の日（以

下「施行日」という。）以後その期日を告示される選挙について適用し、施

行日の前日までにその期日を告示された選挙については、なお従前の例によ

る。 



議案第１１６号               平成  年  月  日議決 

   津市とことめの里一志の設置及び管理に関する条例の一部の改正 

について

 津市とことめの里一志の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を

ここに公布する。 

  平成２８年９月３０日 

                      津市長 前 葉 泰 幸   

津市条例第３２号

   津市とことめの里一志の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条 

   例 

 津市とことめの里一志の設置及び管理に関する条例（平成１８年津市条例第

９８号）の一部を次のように改正する。 

 別表第２中「３００」を「２００」に、「３，０００」を「２，０００」に、 

「３０，０００」を「４０，０００」に、「２０，０００」を「３０，０００」 

に、 

設備器具 フェイスタオル・バスタオル １式 １００

マッサージ機 無料

パターゴルフ用具（パター・

ボール） 

１式 無料

改める。 

附 則 

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。ただし、別表第２の改正

規定中設備器具に係る部分は、平成２８年１２月１日から施行する。 

２ 改正後の別表第２の規定（設備器具に係る部分を除く。）は、この条例の

施行の日以後に行われる使用許可に係る使用料について適用し、同日前に行

われた使用許可に係る使用料については、なお従前の例による。 

「

「

」

」

を

に

設備器具 マッサージ機 無料

パターゴルフ用具（パター・

ボール） 

１式 無料



議案第１１７号               平成  年    月  日議決 

津市国民健康保険診療所の設置及び管理に関する条例の一部の改

正について 

津市国民健康保険診療所の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

をここに公布する。 

平成２８年９月３０日 

                                    津市長 前 葉 泰 幸   

津市条例第３３号 

津市国民健康保険診療所の設置及び管理に関する条例の一部を改正する

条例 

津市国民健康保険診療所の設置及び管理に関する条例（平成１８年津市条例

第１３５号）の一部を次のように改正する。 

第３条を次のように改める。 

（名称及び位置） 

第３条 診療所の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

津市国民健康保険竹原診療所 津市美杉町竹原２７７７番地 

津市家庭医療クリニック 津市美杉町奥津９２９番地 

附 則 

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 



議案第１１８号               平成  年  月  日議決 

                                    

   津市応急診療所の設置及び管理に関する条例の一部の改正につい 

て              

 津市応急診療所の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例をここに

公布する。           

  平成２８年９月３０日                       

                                    

                      津市長 前 葉 泰 幸   

                                    

津市条例第３４号                  

   津市応急診療所の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例                

 津市応急診療所の設置及び管理に関する条例（平成１８年津市条例第１３８

号）の一部を次のように改正する。                       

 第３条の表中「津市休日応急・夜間こども応急クリニック」を「津市こども

応急クリニック・休日デンタルクリニック」に、「津市夜間成人応急診療所」

を「津市応急クリニック」に、「津市西丸之内２３番１号 津リージョンプラ

ザ内」を「津市西丸之内３７番８号」に改める。 

 第４条第１項中「津市休日応急・夜間こども応急クリニック」を「津市こど

も応急クリニック・休日デンタルクリニック」に改め、同項第２号中「に係る

応急診療及び電話相談」を「の応急診療」に改め、同条第２項第１号中「急病

患者」の次に「（小児急病患者を除く。）」を加え、同条第３項中「津市夜間

成人応急診療所」を「津市応急クリニック」に改め、同項第１号中「夜間」を

「休日及び夜間」に改める。           

   附 則                              

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

２ 津リージョンプラザの設置及び管理に関する条例（平成１８年津市条例第

８３号）の一部を次のように改正する。 

  第４条中「、津市夜間成人応急診療所」を削る。 



議案第１１９号               平成  年  月  日議決 

   津市農業共済条例の廃止について 

 津市農業共済条例を廃止する条例をここに公布する。 

  平成２８年９月３０日 

                      津市長 前 葉 泰 幸   

津市条例第３５号 

   津市農業共済条例を廃止する条例 

津市農業共済条例（平成１８年津市条例第１８５号）は、廃止する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。ただし、附則第４項の規

定は、平成３０年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日の前日において現にこの条例による廃止前の津市農業

共済条例（以下「旧条例」という。）の規定に基づいて存する麦についての

農作物共済及び畑作物共済の共済関係、地方公営企業法（昭和２７年法律第

２９２号）の財務規定等を適用する部分並びに農業共済損害評価会（部会に

係る部分を除く。）及び農業共済損害評価員に係る旧条例の規定は、平成３

０年３月３１日までの間は、なおその効力を有する。 

 （委員会の委員等の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

３ 委員会の委員等の報酬及び費用弁償に関する条例（平成１８年津市条例第

４３号）の一部を次のように改正する。 

  別表農業共済損害評価会委員の項中「年額 ４２，０００円」を「日額  

６，０００円」に改め、同表農業共済連絡員の項を削る。 

４ 委員会の委員等の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を次のように改正

する。 

  別表農業共済損害評価会委員の項及び農業共済損害評価員の項を削る。 



津市特定教育・保育施設等の利用に係る利用者負担額等に関する規則の一部

を改正する規則をここに公布する。 

平成２８年９月２３日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

津市規則第４１号 

津市特定教育・保育施設等の利用に係る利用者負担額等に関する規則の 

一部を改正する規則 

 津市特定教育・保育施設等の利用に係る利用者負担額等に関する規則（平成

２７年津市規則第２３号）の一部を次のように改正する。 

 附則第２項中「平成２７年度の利用者負担額は附則別表第１により算定する

額とし、」を削る。 

附則第３項中「附則別表第１」を「附則別表第６」に改める。 

 附則別表第１から附則別表第５までを次のように改める。 

附則別表第１ 削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



附則別表第２（附則第２項関係） 

津市立幼稚園を利用する１号認定子どもに係る平成２８年度の利用者負担額 

世帯の階層区分 利用者負担額 

（月額） 階層 区分 定義 

Ａ １ 

被保護者（生活保護法（昭和２５年法律第１４４

号）第６条第１項に規定する被保護者をいう。以

下同じ。）のある世帯 

０円 

Ｂ 

２ Ａ階層を除き

均等割を課さ

れない世帯等 

要保護者等世帯 ０円 

３ その他の世帯 ２，０００円 

４ 

Ａ階層及び均

等割を課され

ない世帯等を

除き、所得割

合算額が０円

の世帯 

要保護者等世帯 ０円 

５ その他の世帯 ２，０００円 

Ｃ 

６ 

Ａ階層及びＢ

階層を除き、

所得割合算額

が次の区分に

該当する世帯 

１円以上６１，

６０１円未満 

要保護者等世帯 ３，０００円 

７ その他の世帯 ６，１００円 

８ ６１，６０１円

以上７７，１０

１円未満 

要保護者等世帯 ５，２００円 

９ その他の世帯 ７，０００円 

Ｄ 

１０ 
７７，１０１円以上１４３，１０

１円未満 
７，３００円 

１１ 
１４３，１０１円以上２１１，２

０１円未満 
７，６００円 

Ｅ １２ ２１１，２０１円以上 ８，３００円 

１ 同一世帯に幼稚園、保育所、認定こども園、家庭的保育事業等（児童福祉法第 

２４条第２項に規定する家庭的保育事業等をいう。)(以下「幼稚園等」という。) 

特別支援学校の幼稚部若しくは情緒障害児短期治療施設に通い、若しくは在学す 

る小学校就学前子ども、特例保育を受ける小学校就学前子ども、児童発達支援若 

しくは医療型児童発達支援を受ける小学校就学前子ども又は小学校第１学年から 

第３学年までに在学する子ども（以下この表において「対象子ども」という。） 

、 

、 



が２人以上いる場合における津市立幼稚園を利用している１号認定子どもに係る 

利用者負担額は、次の表の左欄に掲げる１号認定子どもの区分に応じ、それぞれ 

同表の右欄に掲げる額を適用する。 

⑴ 対象子どもを含めて年齢の高い順に

１人目の１号認定子ども 
この表に定める額 

⑵ 対象子どもを含めて年齢の高い順に

２人目の１号認定子ども 

この表に定める額に２分の１を乗じ

て得た額 

⑶ 対象子どもを含めて年齢の高い順に

３人目以降の１号認定子ども 
０円 

 

２ １の規定にかかわらず、所得割合算額が７７，１０１円未満の要保護者等世帯 

において、特定被監護者等（子ども・子育て支援法施行令（平成２６年政令第２ 

１３号）第１４条の２第１項に規定する特定被監護者等をいう。以下同じ。）が 

２人以上いる場合における津市立幼稚園を利用している１号認定子どもに係る利 

用者負担額は、次の表の左欄に掲げる１号認定子どもの区分に応じ、それぞれ同 

表の右欄に掲げる額を適用する。 

⑴ 特定被監護者等のうち年齢の高い順

に１人目の１号認定子ども 
この表に定める額 

⑵ 特定被監護者等のうち年齢の高い順

に２人目以降の１号認定子ども 
０円 

 

３ １の規定にかかわらず、所得割合算額が７７，１０１円未満のその他の世帯に 

おいて、特定被監護者等が２人以上いる場合における津市立幼稚園を利用してい 

る１号認定子どもに係る利用者負担額は、次の表の左欄に掲げる１号認定子ども 

の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる額を適用する。 

⑴ 特定被監護者等のうち年齢の高い順

に１人目の１号認定子ども 
この表に定める額 

⑵ 特定被監護者等のうち年齢の高い順

に２人目の１号認定子ども 

この表に定める額に２分の１を乗じ

て得た額 

⑶ 特定被監護者等のうち年齢の高い順

に３人目以降の１号認定子ども 
０円 

４ 次の各号のいずれかの事由に該当するため利用者負担額を負担することが困難 

である場合における津市立幼稚園を利用している１号認定子どもに係る利用者負 

担額は、次の表の左欄に掲げる事由に応じ、同表の右欄に掲げる額を適用する。 



この場合において、１から３までの規定の適用を受けるときは、１から３までの 

規定を適用した後にこの規定を適用するものとする。 

⑴ 支給認定保護者及びその配偶者又はそれらの属する世帯の生

計を主として維持する者（以下「支給認定保護者等」という。

が、震災、風水害、火災その他これらに類する災害により、住

宅、家財その他の財産について著しい損害を受けたこと。 

０円 

⑵ 支給認定保護者の属する世帯の生計を主として維持する者の

収入が、干ばつ、冷害、凍霜害等による農作物の不作、不漁そ

の他これに類する理由により著しく減少したこと。 

０円 

⑶ 支給認定保護者の属する世帯の生計を主として維持する者が

死亡したこと又はその者が心身に重大な障害を受け、若しくは

長期間入院したことにより、その世帯の収入が著しく減少した

こと。 

０円 

⑷ 支給認定保護者の属する世帯の生計を主として維持する者の

収入が、事業又は業務の休廃止、事業における著しい損失、失

業等により著しく減少したこと。 

この表に定め

る額に２分の

１を乗じて得

た額 

⑸ １号認定子どもの属する世帯が児童福祉法第３８条に規定す

る母子生活支援施設に入所しており、支給認定保護者の過去３

箇月の平均収入が、生活保護法に規定するその世帯の生活扶助

住宅扶助及び教育扶助の額を合計した額の１．３倍以下である

こと。 

この表に定め

る額に２分の

１を乗じて得

た額 

⑹ １号認定子どもが、災害、疾病等により津市立幼稚園を当該

月の保育日数の３分の２以上利用できなかったこと又は感染症

により医師から利用の停止を指示され、津市立幼稚園を当該月

の保育日数の２分の１以上利用できなかったこと。 

この表に定め

る額に２分の

１を乗じて得

た額 

⑺ １号認定子どもが感染症等により医師から利用の停止を指示

され、当該月において津市立幼稚園を全く利用できなかったこ

と。 

０円 

 

備考 

１ この表における「均等割」とは、支給認定保護者等に係る特定教育を受けた月 

の属する年度（４月から８月までの場合にあっては、前年度）分の地方税法（昭 

和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項第１号に規定する均等割をいう。 

、 

） 



２ この表における「均等割を課されない世帯等」とは、均等割を課されない世帯 

又は養育里親等（児童福祉法第６条の３第８項に規定する小規模住居型児童養育 

事業を行う者、同法第６条の４第２項に規定する養育里親又は同法第７条第１項 

に規定する児童福祉施設（乳児院、児童養護施設、情緒障害児短期治療施設及び 

児童自立支援施設に限る。）の長をいう。以下同じ。）が支給認定保護者等であ 

る世帯をいう。 

３ この表における「所得割合算額」とは、支給認定保護者等に係る特定教育を受 

けた月の属する年度（４月から８月までの場合にあっては、前年度）分の地方税 

法第２９２条第１項第２号に規定する所得割（同法第３２８条の規定によって課 

する所得割を除く。以下同じ。）の額（同法第３１４条の７から第３１４条の９ 

まで並びに附則第５条第３項、第５条の４第６項、第５条の４の２第６項、第５ 

条の５第２項及び第４５条の規定により控除された金額があるときは、当該金額 

を控除する前の額とする。以下同じ。）を合算した額をいう。 

４ この表における「要保護者等世帯」とは、特定教育を受けた月に次の各号のい 

ずれかに該当する者のある世帯をいう。 

⑴ 生活保護法第６条第２項に規定する要保護者（被保護者を除く。） 

⑵ 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）第６条第６項 

に規定する配偶者のない女子で現に児童を扶養しているもの又は配偶者のない 

男子で現に児童を扶養しているもの 

⑶ 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規定によ 

り身体障害者手帳の交付を受けた者 

⑷ 療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号）の規定に 

より療育手帳の交付を受けた者 

⑸ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第 

４５条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者 

⑹ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１３４号）に定 

める特別児童扶養手当の支給対象児童 

⑺ 国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）に定める国民年金の障害基礎年金 

等の受給者 

⑻ その他市長が⑴に規定する者と同程度に生活が困窮していると認める者 

５ １号認定子どもの母親が母子及び父子並びに寡婦福祉法施行令（昭和３９年政 

令第２２４号）第１条第２号の女子に該当する場合は、地方税法第２９２条第１ 

項第１１号イの「夫と死別し、若しくは夫と離婚した後婚姻をしていない者又は 



夫の生死の明らかでない者で政令で定めるもの」に該当するものとみなして算出 

した所得割の額に対応する階層に係る利用者負担額を適用するものとする。 

６ １号認定子どもの父親が母子及び父子並びに寡婦福祉法施行令第１条の２第２ 

号の男子に該当する場合は、地方税法第２９２条第１項第１２号の「妻と死別し 

若しくは妻と離婚した後婚姻をしていない者又は妻の生死の明らかでない者で政 

令で定めるもの」に該当するものとみなして算出した所得割の額に対応する階層 

に係る利用者負担額を適用するものとする。 

７ ５及び６に掲げる所得割の額とは、当該市町村民税を課した市町村の基準によ 

り算定した額とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

、 



附則別表第３（附則第２項関係） 

津市立幼稚園を利用する１号認定子どもに係る平成２９年度の利用者負担額 

世帯の階層区分 利用者負担額 

（月額） 階層 区分 定義 

Ａ １ 被保護者のある世帯 ０円 

Ｂ 

２ Ａ階層を除き

均等割を課さ

れない世帯等 

要保護者等世帯 ０円 

３ その他の世帯 ２，０００円 

４ 

Ａ階層及び均

等割を課され

ない世帯等を

除き、所得割

合算額が０円

の世帯 

要保護者等世帯 ０円 

５ その他の世帯 ２，０００円 

Ｃ 

６ 

Ａ階層及びＢ

階層を除き、

所得割合算額

が次の区分に

該当する世帯 

１円以上６１，

６０１円未満 

要保護者等世帯 ３，０００円 

７ その他の世帯 ６，２００円 

８ ６１，６０１円

以上７７，１０

１円未満 

要保護者等世帯 ５，２００円 

９ その他の世帯 ８，０００円 

Ｄ 

１０ 
７７，１０１円以上１４３，１０

１円未満 
８，６００円 

１１ 
１４３，１０１円以上２１１，２

０１円未満 
９，２００円 

Ｅ １２ ２１１，２０１円以上 １０，６００円 

１ 同一世帯に幼稚園等、特別支援学校の幼稚部若しくは情緒障害児短期治療施設 

に通い、若しくは在学する小学校就学前子ども、特例保育を受ける小学校就学前 

子ども、児童発達支援若しくは医療型児童発達支援を受ける小学校就学前子ども 

又は小学校第１学年から第３学年までに在学する子ども（以下この表において 

「対象子ども」という。）が２人以上いる場合における津市立幼稚園を利用して 

いる１号認定子どもに係る利用者負担額は、次の表の左欄に掲げる１号認定子ど 

もの区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる額を適用する。 

⑴ 対象子どもを含めて年齢の高い順に この表に定める額 

、 



１人目の１号認定子ども 

⑵ 対象子どもを含めて年齢の高い順に

２人目の１号認定子ども 

この表に定める額に２分の１を乗じ

て得た額 

⑶ 対象子どもを含めて年齢の高い順に

３人目以降の１号認定子ども 
０円 

 

２ １の規定にかかわらず、所得割合算額が７７，１０１円未満の要保護者等世帯 

において、特定被監護者等が２人以上いる場合における津市立幼稚園を利用して 

いる１号認定子どもに係る利用者負担額は、次の表の左欄に掲げる１号認定子ど 

もの区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる額を適用する。 

⑴ 特定被監護者等のうち年齢の高い順

に１人目の１号認定子ども 
この表に定める額 

⑵ 特定被監護者等のうち年齢の高い順

に２人目以降の１号認定子ども 
０円 

 

３ １の規定にかかわらず、所得割合算額が７７，１０１円未満のその他の世帯に 

おいて、特定被監護者等が２人以上いる場合における津市立幼稚園を利用してい 

る１号認定子どもに係る利用者負担額は、次の表の左欄に掲げる１号認定子ども 

の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる額を適用する。 

⑴ 特定被監護者等のうち年齢の高い順

に１人目の１号認定子ども 
この表に定める額 

⑵ 特定被監護者等のうち年齢の高い順

に２人目の１号認定子ども 

この表に定める額に２分の１を乗じ

て得た額 

⑶ 特定被監護者等のうち年齢の高い順

に３人目以降の１号認定子ども 
０円 

 

４ 次の各号のいずれかの事由に該当するため利用者負担額を負担することが困難 

である場合における津市立幼稚園を利用している１号認定子どもに係る利用者負 

担額は、次の表の左欄に掲げる事由に応じ、同表の右欄に掲げる額を適用する。 

この場合において、１から３までの規定の適用を受けるときは、１から３までの 

規定を適用した後にこの規定を適用するものとする。 

⑴ 支給認定保護者等が、震災、風水害、火災その他これらに類 

する災害により、住宅、家財その他の財産について著しい損害 

を受けたこと。 

０円 

⑵ 支給認定保護者の属する世帯の生計を主として維持する者の  

 

 



収入が、干ばつ、冷害、凍霜害等による農作物の不作、不漁そ

の他これに類する理由により著しく減少したこと。 

０円 

⑶ 支給認定保護者の属する世帯の生計を主として維持する者が

死亡したこと又はその者が心身に重大な障害を受け、若しくは

長期間入院したことにより、その世帯の収入が著しく減少した

こと。 

０円 

⑷ 支給認定保護者の属する世帯の生計を主として維持する者の

収入が、事業又は業務の休廃止、事業における著しい損失、失

業等により著しく減少したこと。 

この表に定め

る額に２分の

１を乗じて得

た額 

⑸ １号認定子どもの属する世帯が児童福祉法第３８条に規定す

る母子生活支援施設に入所しており、支給認定保護者の過去３

箇月の平均収入が、生活保護法に規定するその世帯の生活扶助

住宅扶助及び教育扶助の額を合計した額の１．３倍以下である

こと。 

この表に定め

る額に２分の

１を乗じて得

た額 

⑹ １号認定子どもが、災害、疾病等により津市立幼稚園を当該

月の保育日数の３分の２以上利用できなかったこと又は感染症

により医師から利用の停止を指示され、津市立幼稚園を当該月

の保育日数の２分の１以上利用できなかったこと。 

この表に定め

る額に２分の

１を乗じて得

た額 

⑺ １号認定子どもが感染症等により医師から利用の停止を指示

され、当該月において津市立幼稚園を全く利用できなかったこ

と。 

０円 

備考 

１ この表における「均等割」とは、支給認定保護者等に係る特定教育を受けた月 

の属する年度（４月から８月までの場合にあっては、前年度）分の地方税法第２ 

９２条第１項第１号に規定する均等割をいう。 

２ この表における「均等割を課されない世帯等」とは、均等割を課されない世帯 

又は養育里親等が支給認定保護者等である世帯をいう。 

３ この表における「所得割合算額」とは、支給認定保護者等に係る特定教育を受 

けた月の属する年度（４月から８月までの場合にあっては、前年度）分の地方税 

法第２９２条第１項第２号に規定する所得割の額を合算した額をいう。 

４ この表における「要保護者等世帯」とは、特定教育を受けた月に次の各号のい 

ずれかに該当する者のある世帯をいう。 

、 

 



⑴ 生活保護法第６条第２項に規定する要保護者（被保護者を除く。） 

⑵ 母子及び父子並びに寡婦福祉法第６条第６項に規定する配偶者のない女子で 

現に児童を扶養しているもの又は配偶者のない男子で現に児童を扶養している 

もの 

⑶ 身体障害者福祉法第１５条第４項の規定により身体障害者手帳の交付を受け 

た者 

⑷ 療育手帳制度要綱の規定により療育手帳の交付を受けた者 

⑸ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第４５条第２項の規定により精神 

障害者保健福祉手帳の交付を受けた者 

⑹ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律に定める特別児童扶養手当の支給対 

象児童 

⑺ 国民年金法に定める国民年金の障害基礎年金等の受給者 

⑻ その他市長が⑴に規定する者と同程度に生活が困窮していると認める者 

５ １号認定子どもの母親が母子及び父子並びに寡婦福祉法施行令第１条第２号の 

女子に該当する場合は、地方税法第２９２条第１項第１１号イの「夫と死別し、 

若しくは夫と離婚した後婚姻をしていない者又は夫の生死の明らかでない者で政 

令で定めるもの」に該当するものとみなして算出した所得割の額に対応する階層 

に係る利用者負担額を適用するものとする。 

６ １号認定子どもの父親が母子及び父子並びに寡婦福祉法施行令第１条の２第２ 

号の男子に該当する場合は、地方税法第２９２条第１項第１２号の「妻と死別し 

若しくは妻と離婚した後婚姻をしていない者又は妻の生死の明らかでない者で政 

令で定めるもの」に該当するものとみなして算出した所得割の額に対応する階層 

に係る利用者負担額を適用するものとする。 

７ ５及び６に掲げる所得割の額とは、当該市町村民税を課した市町村の基準によ 

り算定した額とする。 

 

  

、 



附則別表第４（附則第２項関係） 

津市立幼稚園を利用する１号認定子どもに係る平成３０年度の利用者負担額 

世帯の階層区分 利用者負担額 

（月額） 階層 区分 定義 

Ａ １ 被保護者のある世帯 ０円 

Ｂ 

２ Ａ階層を除き

均等割を課さ

れない世帯等 

要保護者等世帯 ０円 

３ その他の世帯 ２，０００円 

４ 

Ａ階層及び均

等割を課され

ない世帯等を

除き、所得割

合算額が０円

の世帯 

要保護者等世帯 ０円 

５ その他の世帯 ２，０００円 

Ｃ 

６ 

Ａ階層及びＢ

階層を除き、

所得割合算額

が次の区分に

該当する世帯 

１円以上６１，

６０１円未満 

要保護者等世帯 ３，０００円 

７ その他の世帯 ６，３００円 

８ ６１，６０１円

以上７７，１０

１円未満 

要保護者等世帯 ５，２００円 

９ その他の世帯 ９，０００円 

Ｄ 

１０ 
７７，１０１円以上１４３，１０

１円未満 
９，９００円 

１１ 
１４３，１０１円以上２１１，２

０１円未満 
１０，８００円 

Ｅ １２ ２１１，２０１円以上 １２，９００円 

１ 同一世帯に幼稚園等、特別支援学校の幼稚部若しくは情緒障害児短期治療施設 

に通い、若しくは在学する小学校就学前子ども、特例保育を受ける小学校就学前 

子ども、児童発達支援若しくは医療型児童発達支援を受ける小学校就学前子ども 

又は小学校第１学年から第３学年までに在学する子ども（以下この表において 

「対象子ども」という。）が２人以上いる場合における津市立幼稚園を利用して 

いる１号認定子どもに係る利用者負担額は、次の表の左欄に掲げる１号認定子ど 

もの区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる額を適用する。 

⑴ 対象子どもを含めて年齢の高い順に この表に定める額 

、 

 



１人目の１号認定子ども 

⑵ 対象子どもを含めて年齢の高い順に

２人目の１号認定子ども 

この表に定める額に２分の１を乗じ

て得た額 

⑶ 対象子どもを含めて年齢の高い順に

３人目以降の１号認定子ども 
０円 

 

２ １の規定にかかわらず、所得割合算額が７７，１０１円未満の要保護者等世帯 

において、特定被監護者等が２人以上いる場合における津市立幼稚園を利用して 

いる１号認定子どもに係る利用者負担額は、次の表の左欄に掲げる１号認定子ど 

もの区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる額を適用する。 

⑴ 特定被監護者等のうち年齢の高い順

に１人目の１号認定子ども 
この表に定める額 

⑵ 特定被監護者等のうち年齢の高い順

に２人目以降の１号認定子ども 
０円 

 

３ １の規定にかかわらず、所得割合算額が７７，１０１円未満のその他の世帯に 

おいて、特定被監護者等が２人以上いる場合における津市立幼稚園を利用してい 

る１号認定子どもに係る利用者負担額は、次の表の左欄に掲げる１号認定子ども 

の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる額を適用する。 

⑴ 特定被監護者等のうち年齢の高い順

に１人目の１号認定子ども 
この表に定める額 

⑵ 特定被監護者等のうち年齢の高い順

に２人目の１号認定子ども 

この表に定める額に２分の１を乗じ

て得た額 

⑶ 特定被監護者等のうち年齢の高い順

に３人目以降の１号認定子ども 
０円 

 

４ 次の各号のいずれかの事由に該当するため利用者負担額を負担することが困難 

である場合における津市立幼稚園を利用している１号認定子どもに係る利用者負 

担額は、次の表の左欄に掲げる事由に応じ、同表の右欄に掲げる額を適用する。 

この場合において、１から３までの規定の適用を受けるときは、１から３までの 

規定を適用した後にこの規定を適用するものとする。 

⑴ 支給認定保護者等が、震災、風水害、火災その他これらに類 

する災害により、住宅、家財その他の財産について著しい損害 

を受けたこと。 

０円 

⑵ 支給認定保護者の属する世帯の生計を主として維持する者の  

 

 



収入が、干ばつ、冷害、凍霜害等による農作物の不作、不漁そ

の他これに類する理由により著しく減少したこと。 

０円 

⑶ 支給認定保護者の属する世帯の生計を主として維持する者が

死亡したこと又はその者が心身に重大な障害を受け、若しくは

長期間入院したことにより、その世帯の収入が著しく減少した

こと。 

０円 

⑷ 支給認定保護者の属する世帯の生計を主として維持する者の

収入が、事業又は業務の休廃止、事業における著しい損失、失

業等により著しく減少したこと。 

この表に定め

る額に２分の

１を乗じて得

た額 

⑸ １号認定子どもの属する世帯が児童福祉法第３８条に規定す

る母子生活支援施設に入所しており、支給認定保護者の過去３

箇月の平均収入が、生活保護法に規定するその世帯の生活扶助

住宅扶助及び教育扶助の額を合計した額の１．３倍以下である

こと。 

この表に定め

る額に２分の

１を乗じて得

た額 

⑹ １号認定子どもが、災害、疾病等により津市立幼稚園を当該

月の保育日数の３分の２以上利用できなかったこと又は感染症

により医師から利用の停止を指示され、津市立幼稚園を当該月

の保育日数の２分の１以上利用できなかったこと。 

この表に定め

る額に２分の

１を乗じて得

た額 

⑺ １号認定子どもが感染症等により医師から利用の停止を指示

され、当該月において津市立幼稚園を全く利用できなかったこ

と。 

０円 

 

備考 

１ この表における「均等割」とは、支給認定保護者等に係る特定教育を受けた月 

の属する年度（４月から８月までの場合にあっては、前年度）分の地方税法第２ 

９２条第１項第１号に規定する均等割をいう。 

２ この表における「均等割を課されない世帯等」とは、均等割を課されない世帯 

又は養育里親等が支給認定保護者等である世帯をいう。 

３ この表における「所得割合算額」とは、支給認定保護者等に係る特定教育を受 

けた月の属する年度（４月から８月までの場合にあっては、前年度）分の地方税 

法第２９２条第１項第２号に規定する所得割の額を合算した額をいう。 

４ この表における「要保護者等世帯」とは、特定教育を受けた月に次の各号のい 

ずれかに該当する者のある世帯をいう。 

、 

 



⑴ 生活保護法第６条第２項に規定する要保護者（被保護者を除く。） 

⑵ 母子及び父子並びに寡婦福祉法第６条第６項に規定する配偶者のない女子で 

現に児童を扶養しているもの又は配偶者のない男子で現に児童を扶養している 

もの 

⑶ 身体障害者福祉法第１５条第４項の規定により身体障害者手帳の交付を受け 

た者 

⑷ 療育手帳制度要綱の規定により療育手帳の交付を受けた者 

⑸ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第４５条第２項の規定により精神 

障害者保健福祉手帳の交付を受けた者 

⑹ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律に定める特別児童扶養手当の支給対 

象児童 

⑺ 国民年金法に定める国民年金の障害基礎年金等の受給者 

⑻ その他市長が⑴に規定する者と同程度に生活が困窮していると認める者 

５ １号認定子どもの母親が母子及び父子並びに寡婦福祉法施行令第１条第２号の 

女子に該当する場合は、地方税法第２９２条第１項第１１号イの「夫と死別し、 

若しくは夫と離婚した後婚姻をしていない者又は夫の生死の明らかでない者で政 

令で定めるもの」に該当するものとみなして算出した所得割の額に対応する階層 

に係る利用者負担額を適用するものとする。 

６ １号認定子どもの父親が母子及び父子並びに寡婦福祉法施行令第１条の２第２ 

号の男子に該当する場合は、地方税法第２９２条第１項第１２号の「妻と死別し 

若しくは妻と離婚した後婚姻をしていない者又は妻の生死の明らかでない者で政 

令で定めるもの」に該当するものとみなして算出した所得割の額に対応する階層 

に係る利用者負担額を適用するものとする。 

７ ５及び６に掲げる所得割の額とは、当該市町村民税を課した市町村の基準によ 

り算定した額とする。 

 

  

、 



附則別表第５（附則第２項関係） 

津市立幼稚園を利用する１号認定子どもに係る平成３１年度の利用者負担額 

世帯の階層区分 利用者負担額 

（月額） 階層 区分 定義 

Ａ １ 被保護者のある世帯 ０円 

Ｂ 

２ Ａ階層を除き

均等割を課さ

れない世帯等 

要保護者等世帯 ０円 

３ その他の世帯 ２，０００円 

４ 

Ａ階層及び均

等割を課され

ない世帯等を

除き、所得割

合算額が０円

の世帯 

要保護者等世帯 ０円 

５ その他の世帯 ２，０００円 

Ｃ 

６ 

Ａ階層及びＢ

階層を除き、

所得割合算額

が次の区分に

該当する世帯 

１円以上６１，

６０１円未満 

要保護者等世帯 ３，０００円 

７ その他の世帯 ６，４００円 

８ ６１，６０１円

以上７７，１０

１円未満 

要保護者等世帯 ５，２００円 

９ その他の世帯 １０，０００円 

Ｄ 

１０ 
７７，１０１円以上１４３，１０

１円未満 
１１，２００円 

１１ 
１４３，１０１円以上２１１，２

０１円未満 
１２，４００円 

Ｅ １２ ２１１，２０１円以上 １５，２００円 

１ 同一世帯に幼稚園等、特別支援学校の幼稚部若しくは情緒障害児短期治療施設 

に通い、若しくは在学する小学校就学前子ども、特例保育を受ける小学校就学前 

子ども、児童発達支援若しくは医療型児童発達支援を受ける小学校就学前子ども 

又は小学校第１学年から第３学年までに在学する子ども（以下この表において 

「対象子ども」という。）が２人以上いる場合における津市立幼稚園を利用して 

いる１号認定子どもに係る利用者負担額は、次の表の左欄に掲げる１号認定子ど 

もの区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる額を適用する。 

⑴ 対象子どもを含めて年齢の高い順に この表に定める額 

、 



１人目の１号認定子ども  

⑵ 対象子どもを含めて年齢の高い順に

２人目の１号認定子ども 

この表に定める額に２分の１を乗じ

て得た額 

⑶ 対象子どもを含めて年齢の高い順に

３人目以降の１号認定子ども 
０円 

 

２ １の規定にかかわらず、所得割合算額が７７，１０１円未満の要保護者等世帯 

において、特定被監護者等が２人以上いる場合における津市立幼稚園を利用して 

いる１号認定子どもに係る利用者負担額は、次の表の左欄に掲げる１号認定子ど 

もの区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる額を適用する。 

⑴ 特定被監護者等のうち年齢の高い順

に１人目の１号認定子ども 
この表に定める額 

⑵ 特定被監護者等のうち年齢の高い順

に２人目以降の１号認定子ども 
０円 

 

３ １の規定にかかわらず、所得割合算額が７７，１０１円未満のその他の世帯に 

おいて、特定被監護者等が２人以上いる場合における津市立幼稚園を利用してい 

る１号認定子どもに係る利用者負担額は、次の表の左欄に掲げる１号認定子ども 

の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる額を適用する。 

⑴ 特定被監護者等のうち年齢の高い順

に１人目の１号認定子ども 
この表に定める額 

⑵ 特定被監護者等のうち年齢の高い順

に２人目の１号認定子ども 

この表に定める額に２分の１を乗じ

て得た額 

⑶ 特定被監護者等のうち年齢の高い順

に３人目以降の１号認定子ども 
０円 

 

４ 次の各号のいずれかの事由に該当するため利用者負担額を負担することが困難 

である場合における津市立幼稚園を利用している１号認定子どもに係る利用者負 

担額は、次の表の左欄に掲げる事由に応じ、同表の右欄に掲げる額を適用する。 

この場合において、１から３までの規定の適用を受けるときは、１から３までの 

規定を適用した後にこの規定を適用するものとする。 

⑴ 支給認定保護者等が、震災、風水害、火災その他これらに類 

する災害により、住宅、家財その他の財産について著しい損害 

を受けたこと。 

０円 

⑵ 支給認定保護者の属する世帯の生計を主として維持する者の  

 

 



収入が、干ばつ、冷害、凍霜害等による農作物の不作、不漁そ

の他これに類する理由により著しく減少したこと。 

０円 

⑶ 支給認定保護者の属する世帯の生計を主として維持する者が

死亡したこと又はその者が心身に重大な障害を受け、若しくは

長期間入院したことにより、その世帯の収入が著しく減少した

こと。 

０円 

⑷ 支給認定保護者の属する世帯の生計を主として維持する者の

収入が、事業又は業務の休廃止、事業における著しい損失、失

業等により著しく減少したこと。 

この表に定め

る額に２分の

１を乗じて得

た額 

⑸ １号認定子どもの属する世帯が児童福祉法第３８条に規定す

る母子生活支援施設に入所しており、支給認定保護者の過去３

箇月の平均収入が、生活保護法に規定するその世帯の生活扶助

住宅扶助及び教育扶助の額を合計した額の１．３倍以下である

こと。 

この表に定め

る額に２分の

１を乗じて得

た額 

⑹ １号認定子どもが、災害、疾病等により津市立幼稚園を当該

月の保育日数の３分の２以上利用できなかったこと又は感染症

により医師から利用の停止を指示され、津市立幼稚園を当該月

の保育日数の２分の１以上利用できなかったこと。 

この表に定め

る額に２分の

１を乗じて得

た額 

⑺ １号認定子どもが感染症等により医師から利用の停止を指示

され、当該月において津市立幼稚園を全く利用できなかったこ

と。 

０円 

 

備考 

１ この表における「均等割」とは、支給認定保護者等に係る特定教育を受けた月 

の属する年度（４月から８月までの場合にあっては、前年度）分の地方税法第２ 

９２条第１項第１号に規定する均等割をいう。 

２ この表における「均等割を課されない世帯等」とは、均等割を課されない世帯 

又は養育里親等が支給認定保護者等である世帯をいう。 

３ この表における「所得割合算額」とは、支給認定保護者等に係る特定教育を受 

けた月の属する年度（４月から８月までの場合にあっては、前年度）分の地方税 

法第２９２条第１項第２号に規定する所得割の額を合算した額をいう。 

４ この表における「要保護者等世帯」とは、特定教育を受けた月に次の各号のい 

ずれかに該当する者のある世帯をいう。 

 

、 



⑴ 生活保護法第６条第２項に規定する要保護者（被保護者を除く。） 

⑵ 母子及び父子並びに寡婦福祉法第６条第６項に規定する配偶者のない女子で 

現に児童を扶養しているもの又は配偶者のない男子で現に児童を扶養している 

もの 

⑶ 身体障害者福祉法第１５条第４項の規定により身体障害者手帳の交付を受け 

た者 

⑷ 療育手帳制度要綱の規定により療育手帳の交付を受けた者 

⑸ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第４５条第２項の規定により精神 

障害者保健福祉手帳の交付を受けた者 

⑹ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律に定める特別児童扶養手当の支給対 

象児童 

⑺ 国民年金法に定める国民年金の障害基礎年金等の受給者 

⑻ その他市長が⑴に規定する者と同程度に生活が困窮していると認める者 

５ １号認定子どもの母親が母子及び父子並びに寡婦福祉法施行令第１条第２号の 

女子に該当する場合は、地方税法第２９２条第１項第１１号イの「夫と死別し、 

若しくは夫と離婚した後婚姻をしていない者又は夫の生死の明らかでない者で政 

令で定めるもの」に該当するものとみなして算出した所得割の額に対応する階層 

に係る利用者負担額を適用するものとする。 

６ １号認定子どもの父親が母子及び父子並びに寡婦福祉法施行令第１条の２第２ 

号の男子に該当する場合は、地方税法第２９２条第１項第１２号の「妻と死別し 

若しくは妻と離婚した後婚姻をしていない者又は妻の生死の明らかでない者で政 

令で定めるもの」に該当するものとみなして算出した所得割の額に対応する階層 

に係る利用者負担額を適用するものとする。 

７ ５及び６に掲げる所得割の額とは、当該市町村民税を課した市町村の基準によ 

り算定した額とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

、 



附則別表第５の次に次の１表を加える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



附則別表第６（附則第３項関係） 

施行日以前に津市立幼稚園の利用を開始した１号認定子どもに係る利用者負担額 

世帯の階層区分 利用者負担額 

（月額） 階層 区分 定義 

Ａ １ 被保護者のある世帯 ０円 

Ｂ 

２ Ａ階層を除き

均等割を課さ

れない世帯等 

要保護者等世帯 ０円 

３ その他の世帯 ２，０００円 

４ 

Ａ階層及び均

等割を課され

ない世帯等を

除き、所得割

合算額が０円

の世帯 

要保護者等世帯 ０円 

５ その他の世帯 ２，０００円 

Ｃ 

６ 

Ａ階層及びＢ

階層を除き、

所得割合算額

が次の区分に

該当する世帯 

１円以上６１，

６０１円未満 

要保護者等世帯 ３，０００円 

７ その他の世帯 ６，０００円 

８ ６１，６０１円

以上７７，１０

１円未満 

要保護者等世帯 ３，０００円 

９ その他の世帯 

６，０００円 
Ｄ 

１０ 
７７，１０１円以上１４３，１０

１円未満 

１１ 
１４３，１０１円以上２１１，２

０１円未満 

Ｅ １２ ２１１，２０１円以上 

１ 同一世帯に幼稚園等、特別支援学校の幼稚部若しくは情緒障害児短期治療施設 

に通い、若しくは在学する小学校就学前子ども、特例保育を受ける小学校就学前 

子ども、児童発達支援若しくは医療型児童発達支援を受ける小学校就学前子ども 

又は小学校第１学年から第３学年までに在学する子ども（以下この表において 

「対象子ども」という。）が２人以上いる場合における津市立幼稚園を利用して 

いる１号認定子どもに係る利用者負担額は、次の表の左欄に掲げる１号認定子ど 

もの区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる額を適用する。 

⑴ 対象子どもを含めて年齢の高い順に この表に定める額 

、 

 



１人目の１号認定子ども 

⑵ 対象子どもを含めて年齢の高い順に

２人目の１号認定子ども 

この表に定める額に２分の１を乗じ

て得た額 

⑶ 対象子どもを含めて年齢の高い順に

３人目以降の１号認定子ども 
０円 

 

２ １の規定にかかわらず、所得割合算額が７７，１０１円未満の要保護者等世帯 

において、特定被監護者等が２人以上いる場合における津市立幼稚園を利用して 

いる１号認定子どもに係る利用者負担額は、次の表の左欄に掲げる１号認定子ど 

もの区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる額を適用する。 

⑴ 特定被監護者等のうち年齢の高い順

に１人目の１号認定子ども 
この表に定める額 

⑵ 特定被監護者等のうち年齢の高い順

に２人目以降の１号認定子ども 
０円 

 

３ １の規定にかかわらず、所得割合算額が７７，１０１円未満のその他の世帯に 

おいて、特定被監護者等が２人以上いる場合における津市立幼稚園を利用してい 

る１号認定子どもに係る利用者負担額は、次の表の左欄に掲げる１号認定子ども 

の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる額を適用する。 

⑴ 特定被監護者等のうち年齢の高い順

に１人目の１号認定子ども 
この表に定める額 

⑵ 特定被監護者等のうち年齢の高い順

に２人目の１号認定子ども 

この表に定める額に２分の１を乗じ

て得た額 

⑶ 特定被監護者等のうち年齢の高い順

に３人目以降の１号認定子ども 
０円 

 

４ 次の各号のいずれかの事由に該当するため利用者負担額を負担することが困難 

である場合における津市立幼稚園を利用している１号認定子どもに係る利用者負 

担額は、次の表の左欄に掲げる事由に応じ、同表の右欄に掲げる額を適用する。 

この場合において、１から３までの規定の適用を受けるときは、１から３までの 

規定を適用した後にこの規定を適用するものとする。 

⑴ 支給認定保護者等が、震災、風水害、火災その他これらに類 

する災害により、住宅、家財その他の財産について著しい損害 

を受けたこと。 

０円 

⑵ 支給認定保護者の属する世帯の生計を主として維持する者の  

 

 



収入が、干ばつ、冷害、凍霜害等による農作物の不作、不漁そ

の他これに類する理由により著しく減少したこと。 

０円 

⑶ 支給認定保護者の属する世帯の生計を主として維持する者が

死亡したこと又はその者が心身に重大な障害を受け、若しくは

長期間入院したことにより、その世帯の収入が著しく減少した

こと。 

０円 

⑷ 支給認定保護者の属する世帯の生計を主として維持する者の

収入が、事業又は業務の休廃止、事業における著しい損失、失

業等により著しく減少したこと。 

この表に定め

る額に２分の

１を乗じて得

た額 

⑸ １号認定子どもの属する世帯が児童福祉法第３８条に規定す

る母子生活支援施設に入所しており、支給認定保護者の過去３

箇月の平均収入が、生活保護法に規定するその世帯の生活扶助

住宅扶助及び教育扶助の額を合計した額の１．３倍以下である

こと。 

この表に定め

る額に２分の

１を乗じて得

た額 

⑹ １号認定子どもが、災害、疾病等により津市立幼稚園を当該

月の保育日数の３分の２以上利用できなかったこと又は感染症

により医師から利用の停止を指示され、津市立幼稚園を当該月

の保育日数の２分の１以上利用できなかったこと。 

この表に定め

る額に２分の

１を乗じて得

た額 

⑺ １号認定子どもが感染症等により医師から利用の停止を指示

され、当該月において津市立幼稚園を全く利用できなかったこ

と。 

０円 

 

備考 

１ この表における「均等割」とは、支給認定保護者等に係る特定教育を受けた月 

の属する年度（４月から８月までの場合にあっては、前年度）分の地方税法第２ 

９２条第１項第１号に規定する均等割をいう。 

２ この表における「均等割を課されない世帯等」とは、均等割を課されない世帯 

又は養育里親等が支給認定保護者等である世帯をいう。 

３ この表における「所得割合算額」とは、支給認定保護者等に係る特定教育を受 

けた月の属する年度（４月から８月までの場合にあっては、前年度）分の地方税 

法第２９２条第１項第２号に規定する所得割の額を合算した額をいう。 

４ この表における「要保護者等世帯」とは、特定教育を受けた月に次の各号のい 

ずれかに該当する者のある世帯をいう。 

 

、 



⑴ 生活保護法第６条第２項に規定する要保護者（被保護者を除く。） 

⑵ 母子及び父子並びに寡婦福祉法第６条第６項に規定する配偶者のない女子で 

現に児童を扶養しているもの又は配偶者のない男子で現に児童を扶養している 

もの 

⑶ 身体障害者福祉法第１５条第４項の規定により身体障害者手帳の交付を受け 

た者 

⑷ 療育手帳制度要綱の規定により療育手帳の交付を受けた者 

⑸ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第４５条第２項の規定により精神 

障害者保健福祉手帳の交付を受けた者 

⑹ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律に定める特別児童扶養手当の支給対 

象児童 

⑺ 国民年金法に定める国民年金の障害基礎年金等の受給者 

⑻ その他市長が⑴に規定する者と同程度に生活が困窮していると認める者 

５ １号認定子どもの母親が母子及び父子並びに寡婦福祉法施行令第１条第２号の 

女子に該当する場合は、地方税法第２９２条第１項第１１号イの「夫と死別し、 

若しくは夫と離婚した後婚姻をしていない者又は夫の生死の明らかでない者で政 

令で定めるもの」に該当するものとみなして算出した所得割の額に対応する階層 

に係る利用者負担額を適用するものとする。 

６ １号認定子どもの父親が母子及び父子並びに寡婦福祉法施行令第１条の２第２ 

号の男子に該当する場合は、地方税法第２９２条第１項第１２号の「妻と死別し 

若しくは妻と離婚した後婚姻をしていない者又は妻の生死の明らかでない者で政 

令で定めるもの」に該当するものとみなして算出した所得割の額に対応する階層 

に係る利用者負担額を適用するものとする。 

７ ５及び６に掲げる所得割の額とは、当該市町村民税を課した市町村の基準によ 

り算定した額とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

、 



 別表第１から別表第３までを次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表第１（第３条関係） 

１号認定子どもの利用に係る市町村が定める額 

世帯の階層区分 利用者負担額 

（月額） 階層 区分 定義 

Ａ １ 被保護者のある世帯 ０円 

Ｂ 

２ Ａ階層を除き

均等割を課さ

れない世帯等 

要保護者等世帯 ０円 

３ その他の世帯 ２，０００円 

４ 

Ａ階層及び均

等割を課され

ない世帯等を

除き、所得割

合算額が０円

の世帯 

要保護者等世帯 ０円 

５ その他の世帯 ２，０００円 

Ｃ 

６ 

Ａ階層及びＢ

階層を除き、

所得割合算額

が次の区分に

該当する世帯 

１円以上６１，

６０１円未満 

要保護者等世帯 ３，０００円 

７ その他の世帯 ６，５００円 

８ ６１，６０１円

以上７７，１０

１円未満 

要保護者等世帯 ５，２００円 

９ その他の世帯 １１，０００円 

Ｄ 

１０ 
７７，１０１円以上１４３，１０

１円未満 
１２，５００円 

１１ 
１４３，１０１円以上２１１，２

０１円未満 
１４，０００円 

Ｅ １２ ２１１，２０１円以上 １７，６００円 

１ 同一世帯に幼稚園等、特別支援学校の幼稚部若しくは情緒障害児短期治療施設 

に通い、若しくは在学する小学校就学前子ども、特例保育を受ける小学校就学前 

子ども、児童発達支援若しくは医療型児童発達支援を受ける小学校就学前子ども 

又は小学校第１学年から第３学年までに在学する子ども（以下この表において 

「対象子ども」という。）が２人以上いる場合における幼稚園等を利用している 

１号認定子どもに係る利用者負担額は、次の表の左欄に掲げる１号認定子どもの 

区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる額を適用する。 

⑴ 対象子どもを含めて年齢の高い順に この表に定める額 

、 



１人目の１号認定子ども 

⑵ 対象子どもを含めて年齢の高い順に

２人目の１号認定子ども 

この表に定める額に２分の１を乗じ

て得た額 

⑶ 対象子どもを含めて年齢の高い順に

３人目以降の１号認定子ども 
０円 

 

２ １の規定にかかわらず、所得割合算額が７７，１０１円未満の要保護者等世帯 

において、特定被監護者等が２人以上いる場合における幼稚園等を利用している 

１号認定子どもに係る利用者負担額は、次の表の左欄に掲げる１号認定子どもの 

区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる額を適用する。 

⑴ 特定被監護者等のうち年齢の高い順

に１人目の１号認定子ども 
この表に定める額 

⑵ 特定被監護者等のうち年齢の高い順

に２人目以降の１号認定子ども 
０円 

 

３ １の規定にかかわらず、所得割合算額が７７，１０１円未満のその他の世帯に 

おいて、特定被監護者等が２人以上いる場合における幼稚園等を利用している１ 

号認定子どもに係る利用者負担額は、次の表の左欄に掲げる１号認定子どもの区 

分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる額を適用する。 

⑴ 特定被監護者等のうち年齢の高い順

に１人目の１号認定子ども 
この表に定める額 

⑵ 特定被監護者等のうち年齢の高い順

に２人目の１号認定子ども 

この表に定める額に２分の１を乗じ

て得た額 

⑶ 特定被監護者等のうち年齢の高い順

に３人目以降の１号認定子ども 
０円 

 

４ 次の各号のいずれかの事由に該当するため利用者負担額を負担することが困難 

である場合における１号認定子どもに係る利用者負担額は、次の表の左欄に掲げ 

る事由に応じ、同表の右欄に掲げる額を適用する。この場合において、１から３ 

までの規定の適用を受けるときは、１から３までの規定を適用した後にこの規定 

を適用するものとする。 

⑴ 支給認定保護者等が、震災、風水害、火災その他これらに類 

する災害により、住宅、家財その他の財産について著しい損害 

を受けたこと。 

０円 

⑵ 支給認定保護者の属する世帯の生計を主として維持する者の  

 

 



収入が、干ばつ、冷害、凍霜害等による農作物の不作、不漁そ

の他これに類する理由により著しく減少したこと。 

０円 

⑶ 支給認定保護者の属する世帯の生計を主として維持する者が

死亡したこと又はその者が心身に重大な障害を受け、若しくは

長期間入院したことにより、その世帯の収入が著しく減少した

こと。 

０円 

⑷ 支給認定保護者の属する世帯の生計を主として維持する者の

収入が、事業又は業務の休廃止、事業における著しい損失、失

業等により著しく減少したこと。 

この表に定め

る額に２分の

１を乗じて得

た額 

⑸ １号認定子どもの属する世帯が児童福祉法第３８条に規定す

る母子生活支援施設に入所しており、支給認定保護者の過去３

箇月の平均収入が、生活保護法に規定するその世帯の生活扶助

住宅扶助及び教育扶助の額を合計した額の１．３倍以下である

こと。 

この表に定め

る額に２分の

１を乗じて得

た額 

⑹ １号認定子どもが、災害、疾病等により幼稚園等を当該月の

保育日数の３分の２以上利用できなかったこと又は感染症によ

り医師から利用の停止を指示され、幼稚園等を当該月の保育日

数の２分の１以上利用できなかったこと。 

この表に定め

る額に２分の

１を乗じて得

た額 

⑺ １号認定子どもが感染症等により医師から利用の停止を指示

され、当該月において幼稚園等を全く利用できなかったこと。 
０円 

 

備考 

１ この表における「均等割」とは、支給認定保護者等に係る特定教育を受けた月 

の属する年度（４月から８月までの場合にあっては、前年度）分の地方税法第２ 

９２条第１項第１号に規定する均等割をいう。 

２ この表における「均等割を課されない世帯等」とは、均等割を課されない世帯 

又は養育里親等が支給認定保護者等である世帯をいう。 

３ この表における「所得割合算額」とは、支給認定保護者等に係る特定教育を受 

けた月の属する年度（４月から８月までの場合にあっては、前年度）分の地方税 

法第２９２条第１項第２号に規定する所得割の額を合算した額をいう。 

４ この表における「要保護者等世帯」とは、特定教育を受けた月に次の各号のい 

ずれかに該当する者のある世帯をいう。 

⑴ 生活保護法第６条第２項に規定する要保護者（被保護者を除く。） 

 

、 



⑵ 母子及び父子並びに寡婦福祉法第６条第６項に規定する配偶者のない女子で 

現に児童を扶養しているもの又は配偶者のない男子で現に児童を扶養している 

もの 

⑶ 身体障害者福祉法第１５条第４項の規定により身体障害者手帳の交付を受け 

た者 

⑷ 療育手帳制度要綱の規定により療育手帳の交付を受けた者 

⑸ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第４５条第２項の規定により精神 

障害者保健福祉手帳の交付を受けた者 

⑹ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律に定める特別児童扶養手当の支給対 

象児童 

⑺ 国民年金法に定める国民年金の障害基礎年金等の受給者 

⑻ その他市長が⑴に規定する者と同程度に生活が困窮していると認める者 

５ １号認定子どもの母親が母子及び父子並びに寡婦福祉法施行令第１条第２号の 

女子に該当する場合は、地方税法第２９２条第１項第１１号イの「夫と死別し、 

若しくは夫と離婚した後婚姻をしていない者又は夫の生死の明らかでない者で政 

令で定めるもの」に該当するものとみなして算出した所得割の額に対応する階層 

に係る利用者負担額を適用するものとする。 

６ １号認定子どもの父親が母子及び父子並びに寡婦福祉法施行令第１条の２第２ 

号の男子に該当する場合は、地方税法第２９２条第１項第１２号の「妻と死別し 

若しくは妻と離婚した後婚姻をしていない者又は妻の生死の明らかでない者で政 

令で定めるもの」に該当するものとみなして算出した所得割の額に対応する階層 

に係る利用者負担額を適用するものとする。 

７ ５及び６に掲げる所得割の額とは、当該市町村民税を課した市町村の基準によ 

り算定した額とする。 

、 



別表第２（第３条関係） 

２号認定子どもの利用に係る市町村が定める額 

世帯の階層区分 
利用者負担額 

（月額） 

階層 区分 定義 保育標準時間 保育短時間 

Ａ １ 被保護者のある世帯等 ０円 ０円 

Ｂ 

２ 

Ａ 階 層 を

除 き 、 均

等 割 を 課

さ れ な い

世帯 

要保護者等世帯 ０円 ０円 

３ その他の世帯 ３，０００円 ２，９００円 

Ｃ 

４  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 階 層 及

び Ｂ 階 層

を 除 き 、

所 得 割 合

算 額 が 次

の 区 分 に

該 当 す る

世帯 

０円 
要保護者等世帯 ２，８００円 ２，７００円 

５ その他の世帯 ６，０００円 ５，８００円 

６ １円以上１２

１００円未満 

要保護者等世帯 ３，３００円 ３，２００円 

７ その他の世帯 ７，０００円 ６，８００円 

８ １２，１００

円以上２４，

２００円未満 

要保護者等世帯 ３，７５０円 ３，６５０円 

９ その他の世帯 ８，０００円 ７，８００円 

１０ ２４，２００

円以上３６，

４００円未満 

要保護者等世帯 ４，２５０円 ４，１５０円 

１１ その他の世帯 ９，０００円 ８，８００円 

１２ ３６，４００

円以上４８，

６００円未満 

要保護者等世帯 ４，９５０円 ４，８５０円 

１３ その他の世帯 １０，５００円 １０，３００円 

Ｄ 

１４ ４８，６００

円以上５７，

７００円未満 

要保護者等世帯 ５，８００円 ５，７００円

１５ その他の世帯 １１，６００円 １１，４００円

１６ ５７，７００

円以上６５，

８００円未満 

要保護者等世帯 ６，３５０円 ６，２００円

１７ その他の世帯 １２，７００円 １２，４００円

， 

 



１８ ６５，８００

円以上７４，

４００円未満 

要保護者等世帯 ７，０００円 ６，８５０円

１９ その他の世帯 １４，０００円 １３，７００円

２０ ７４，４００

円以上７７，

１０１円未満 

要保護者等世帯 ８，１５０円 ８，０００円

２１ その他の世帯 １６，３００円 １６，０００円

２２ 
７７，１０１円以上８４，７

００円未満 
１６，３００円 １６，０００円

２３ 
８４，７００円以上９７，０

００円未満 
１８，６００円 １８，２００円

Ｅ 

２４ 
９７，０００円以上１１０，

４００円未満 
２１，０００円 ２０，６００円

２５ 
１１０，４００円以上１２３

１００円未満 
２３，０００円 ２２，６００円

２６ 
１２３，１００円以上１３５

９００円未満 
２５，０００円 ２４，５００円

２７ 
１３５，９００円以上１６９

０００円未満 
２９，０００円 ２８，５００円

Ｆ 

２８ 
１６９，０００円以上２５７

５００円未満 
３０，０００円 ２９，４００円

２９ 
２５７，５００円以上３０１

０００円未満 
３２，０００円

３１，４００円

（３０，２００ 

円）

Ｇ ３０ ３０１，０００円以上 

３３，０００円

（３２，６００ 

円）

３２，４００円

（３０，２００ 

円）

１ 同一世帯に幼稚園等、特別支援学校の幼稚部若しくは情緒障害児短期治療施設 

に通い、若しくは在学する小学校就学前子ども、特例保育を受ける小学校就学前 

子ども又は児童発達支援若しくは医療型児童発達支援を受ける小学校就学前子ど 

も（以下の表において「対象子ども」という。）が２人以上いる場合における幼 

稚園等を利用している２号認定子どもに係る利用者負担額は、次の表の左欄に掲 

，

，

，

 

，

，

 

 



げる２号認定子どもの区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる額を適用する。 

⑴ 対象子どもを含めて年齢の高い順に

１人目の２号認定子ども 
この表に定める額 

⑵ 対象子どもを含めて年齢の高い順に

２人目の２号認定子ども 

この表に定める額に２分の１を乗じ

て得た額 

⑶ 対象子どもを含めて年齢の高い順に

３人目以降の２号認定子ども 
０円 

２ １の規定にかかわらず、所得割合算額が７７，１０１円未満の要保護者等世帯 

において、特定被監護者等が２人以上いる場合における幼稚園等を利用している 

２号認定子どもに係る利用者負担額は、次の表の左欄に掲げる２号認定子どもの 

区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる額を適用する。 

⑴ 特定被監護者等のうち年齢の高い順

に１人目の２号認定子ども 
この表に定める額 

⑵ 特定被監護者等のうち年齢の高い順

に２人目以降の２号認定子ども 
０円 

３ １の規定にかかわらず、所得割合算額が５７，７００円未満のその他の世帯に 

おいて、特定被監護者等が２人以上いる場合における幼稚園等を利用している２ 

号認定子どもに係る利用者負担額は、次の表の左欄に掲げる２号認定子どもの区 

分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる額を適用する。 

⑴ 特定被監護者等のうち年齢の高い順

に１人目の２号認定子ども 
この表に定める額 

⑵ 特定被監護者等のうち年齢の高い順

に２人目の２号認定子ども 

この表に定める額に２分の１を乗じ

て得た額 

⑶ 特定被監護者等のうち年齢の高い順

に３人目以降の２号認定子ども 
０円 

４ 次の各号のいずれかの事由に該当するため利用者負担額を負担することが困難 

である場合における２号認定子どもに係る利用者負担額は、次の表の左欄に掲げ 

る事由に応じ、同表の右欄に掲げる額を適用する。この場合において、１から３ 

までの規定の適用を受けるときは、１から３までの規定を適用した後にこの規定 

を適用するものとする。 

⑴ 支給認定保護者等が、震災、風水害、火災その他これらに類

する災害により、住宅、家財その他の財産について著しい損害を ０円 

  

 

 



受けたこと。 

⑵ 支給認定保護者の属する世帯の生計を主として維持する者の

収入が、干ばつ、冷害、凍霜害等による農作物の不作、不漁そ

の他これに類する理由により著しく減少したこと。 

０円 

⑶ 支給認定保護者の属する世帯の生計を主として維持する者が

死亡したこと又はその者が心身に重大な障害を受け、若しくは

長期間入院したことにより、その世帯の収入が著しく減少した

こと。 

０円 

⑷ 支給認定保護者の属する世帯の生計を主として維持する者の

収入が、事業又は業務の休廃止、事業における著しい損失、失

業等により著しく減少したこと。 

この表に定め

る額に２分の

１を乗じて得

た額 

⑸ ２号認定子どもの属する世帯が児童福祉法第３８条に規定す

る母子生活支援施設に入所しており、支給認定保護者の過去３

箇月の平均収入が、生活保護法に規定するその世帯の生活扶助

住宅扶助及び教育扶助の額を合計した額の１．３倍以下である

こと。 

この表に定め

る額に２分の

１を乗じて得

た額 

⑹ ２号認定子どもが、災害、疾病等により幼稚園等を当該月の

保育日数の３分の２以上利用できなかったこと又は感染症によ

り医師から利用の停止を指示され、幼稚園等を当該月の保育日

数の２分の１以上利用できなかったこと。 

この表に定め

る額に２分の

１を乗じて得

た額 

⑺ ２号認定子どもが感染症等により医師から利用の停止を指示

され、当該月において幼稚園等を全く利用できなかったこと。 
０円 

備考 

１ この表における「被保護者のある世帯等」とは、被保護者のある世帯又は里親 

（児童福祉法第６条の４第１項に規定する里親をいう。以下同じ。）が支給認定 

保護者等である世帯をいう。 

２ この表における「均等割」とは、支給認定保護者等に係る特定保育又は保育 

（以下この表において「特定保育等」という。）を受けた月の属する年度（４月 

から８月までの場合にあっては、前年度）分の地方税法第２９２条第１項第１号 

に規定する均等割をいう。 

３ この表における「所得割合算額」とは、支給認定保護者等に係る特定保育等を 

、 

 

 



受けた月の属する年度（４月から８月までの場合にあっては、前年度）分の地方 

税法第２９２条第１項第２号に規定する所得割の額を合算した額をいう。 

４ この表における「要保護者等世帯」とは、特定保育等を受けた月に次の各号の 

いずれかに該当する者のある世帯をいう。 

⑴ 生活保護法第６条第２項に規定する要保護者（被保護者を除く。） 

⑵ 母子及び父子並びに寡婦福祉法第６条第６項に規定する配偶者のない女子で 

現に児童を扶養しているもの又は配偶者のない男子で現に児童を扶養している 

もの 

⑶ 身体障害者福祉法第１５条第４項の規定により身体障害者手帳の交付を受け 

た者 

⑷ 療育手帳制度要綱の規定により療育手帳の交付を受けた者 

⑸ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第４５条第２項の規定により精神 

障害者保健福祉手帳の交付を受けた者 

⑹ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律に定める特別児童扶養手当の支給対 

象児童 

⑺ 国民年金法に定める国民年金の障害基礎年金等の受給者 

⑻ その他市長が⑴に規定する者と同程度に生活が困窮していると認める者 

５ この表において区分２９及び区分３０における（ ）の額は、４歳に達した日 

以後の最初の４月１日から小学校就学の始期に達するまでの間における子どもの 

利用に係る額として適用するものとする。 

６ ２号認定子どもの母親が母子及び父子並びに寡婦福祉法施行令第１条第２号の 

女子に該当する場合は、地方税法第２９２条第１項第１１号イの「夫と死別し、 

若しくは夫と離婚した後婚姻をしていない者又は夫の生死の明らかでない者で政 

令で定めるもの」に該当するものとみなして算出した所得割の額に対応する階層 

に係る利用者負担額を適用するものとする。 

７ ２号認定子どもの父親が母子及び父子並びに寡婦福祉法施行令第１条の２第２ 

号の男子に該当する場合は、地方税法第２９２条第１項第１２号の「妻と死別し 

若しくは妻と離婚した後婚姻をしていない者又は妻の生死の明らかでない者で政 

令で定めるもの」に該当するものとみなして算出した所得割の額に対応する階層 

に係る利用者負担額を適用するものとする。 

８ ６及び７を適用する場合における地方税法の規定を準用して得た所得割の額と 

は、当該市町村民税を課した市町村の基準により算定した額とする。 

、 

 



別表第３（第３条関係） 

３号認定子ども及び第３条第２項に規定する子どもの利用に係る市町村が定める額 

世帯の階層区分 
利用者負担額 

（月額） 

階層 区分 定義 保育標準時間 保育短時間 

Ａ １ 被保護者のある世帯等 ０円 ０円 

Ｂ 

２ 
Ａ 階 層 を

除 き 、 均

等 割 を 課

さ れ な い

世帯 

要保護者等世帯 ０円 ０円 

３ その他の世帯 ４，５００円 ４，４００円 

Ｃ 

４  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 階 層 及

び Ｂ 階 層

を 除 き 、

所 得 割 合

算 額 が 次

の 区 分 に

該 当 す る

世帯 

０円 
要保護者等世帯 ３，５５０円 ３，４５０円 

５ その他の世帯 ７，５００円 ７，３００円 

６ １円以上１２

１００円未満 

要保護者等世帯 ４，２５０円 ４，１５０円 

７ その他の世帯 ９，０００円 ８，８００円 

８ １２，１００

円以上２４，

２００円未満 

要保護者等世帯 ４，７５０円 ４，６５０円 

９ その他の世帯 １０，０００円 ９，８００円 

１０ ２４，２００

円以上３６，

４００円未満 

要保護者等世帯 ５，３００円 ５，２００円 

１１ その他の世帯 １１，２００円 １１，０００円

１２ ３６，４００

円以上４８，

６００円未満 

要保護者等世帯 ５，９５０円 ５，８００円 

１３ その他の世帯 １２，５００円 １２，２００円

Ｄ 

１４ ４８，６００

円以上５７，

７００円未満 

要保護者等世帯 ６，９００円 ６，７５０円

１５ その他の世帯 １３，８００円 １３，５００円

１６ ５７，７００

円以上６５，

８００円未満 

要保護者等世帯 ７，５５０円 ７，４００円

１７ その他の世帯 １５，１００円 １４，８００円

， 

 



１８ ６５，８００

円以上７４，

４００円未満 

要保護者等世帯 ８，２５０円 ８，１００円

１９ その他の世帯 １６，５００円 １６，２００円

２０ ７４，４００

円以上７７，

１０１円未満 

要保護者等世帯 ９，５００円 ９，３００円

２１ その他の世帯 １９，０００円 １８，６００円

２２ 
７７，１０１円以上８４，７

００円未満 
１９，０００円 １８，６００円

２３ 
８４，７００円以上９７，０

００円未満 
２１，５００円 ２１，１００円

Ｅ 

２４ 
９７，０００円以上１１０，

４００円未満 
２４，０００円 ２３，５００円

２５ 
１１０，４００円以上１２３

１００円未満 
２７，５００円 ２７，０００円

２６ 
１２３，１００円以上１３５

９００円未満 
３１，０００円 ３０，４００円

２７ 
１３５，９００円以上１６９

０００円未満 
３６，０００円 ３５，３００円

Ｆ 

２８ 
１６９，０００円以上２５７

５００円未満 
４１，５００円 ４０，７００円

２９ 
２５７，５００円以上３０１

０００円未満 
４４，０００円 ４３，２００円

Ｇ ３０ ３０１，０００円以上 ４８，０００円 ４７，１００円

１ 同一世帯に幼稚園等、特別支援学校の幼稚部若しくは情緒障害児短期治療施設 

に通い、若しくは在学する小学校就学前子ども、特例保育を受ける小学校就学前 

子ども又は児童発達支援若しくは医療型児童発達支援を受ける小学校就学前子ど 

も（以下この表において「対象子ども」という。）が２人以上いる場合における 

幼稚園等（幼稚園を除く。以下この表において同じ。）を利用している３号認定 

子どもに係る利用者負担額は、次の表の左欄に掲げる３号認定子どもの区分に応 

じ、それぞれ同表の右欄に掲げる額を適用する。 

，

，

，

 

，

，

 

 



⑴ 対象子どもを含めて年齢の高い順に

１人目の３号認定子ども 
この表に定める額 

⑵ 対象子どもを含めて年齢の高い順に

２人目の３号認定子ども 

この表に定める額に２分の１を乗じ

て得た額 

⑶ 対象子どもを含めて年齢の高い順に

３人目以降の３号認定子ども 
０円 

２ １の規定にかかわらず、所得割合算額が７７，１０１円未満の要保護者等世帯 

において、特定被監護者等が２人以上いる場合における幼稚園等を利用している 

３号認定子どもに係る利用者負担額は、次の表の左欄に掲げる３号認定子どもの 

区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる額を適用する。 

⑴ 特定被監護者等のうち年齢の高い順

に１人目の３号認定子ども 
この表に定める額 

⑵ 特定被監護者等のうち年齢の高い順

に２人目以降の３号認定子ども 
０円 

３ １の規定にかかわらず、所得割合算額が５７，７００円未満のその他の世帯に 

おいて、特定被監護者等が２人以上いる場合における幼稚園等を利用している３ 

号認定子どもに係る利用者負担額は、次の表の左欄に掲げる３号認定子どもの区 

分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる額を適用する。 

⑴ 特定被監護者等のうち年齢の高い順

に１人目の３号認定子ども 
この表に定める額 

⑵ 特定被監護者等のうち年齢の高い順

に２人目の３号認定子ども 

この表に定める額に２分の１を乗じ

て得た額 

⑶ 特定被監護者等のうち年齢の高い順

に３人目以降の３号認定子ども 
０円 

４ 次の各号のいずれかの事由に該当するため利用者負担額を負担することが困難 

である場合における３号認定子どもに係る利用者負担額は、次の表の左欄に掲げ 

る事由に応じ、同表の右欄に掲げる額を適用する。この場合において、１から３ 

までの規定の適用を受けるときは、１から３までの規定を適用した後にこの規定 

を適用するものとする。 

⑴ 支給認定保護者等が、震災、風水害、火災その他これらに類 

する災害により、住宅、家財その他の財産について著しい損害 

を受けたこと。 

０円 

 



⑵ 支給認定保護者の属する世帯の生計を主として維持する者の

収入が、干ばつ、冷害、凍霜害等による農作物の不作、不漁そ

の他これに類する理由により著しく減少したこと。 

０円 

⑶ 支給認定保護者の属する世帯の生計を主として維持する者が

死亡したこと又はその者が心身に重大な障害を受け、若しくは

長期間入院したことにより、その世帯の収入が著しく減少した

こと。 

０円 

⑷ 支給認定保護者の属する世帯の生計を主として維持する者の

収入が、事業又は業務の休廃止、事業における著しい損失、失

業等により著しく減少したこと。 

この表に定め

る額に２分の

１を乗じて得

た額 

⑸ ３号認定子どもの属する世帯が児童福祉法第３８条に規定す

る母子生活支援施設に入所しており、支給認定保護者の過去３

箇月の平均収入が、生活保護法に規定するその世帯の生活扶助

住宅扶助及び教育扶助の額を合計した額の１．３倍以下である

こと。 

この表に定め

る額に２分の

１を乗じて得

た額 

⑹ ３号認定子どもが、災害、疾病等により幼稚園等を当該月の

保育日数の３分の２以上利用できなかったこと又は感染症によ

り医師から利用の停止を指示され、幼稚園等を当該月の保育日

数の２分の１以上利用できなかったこと。 

この表に定め

る額に２分の

１を乗じて得

た額 

⑺ ３号認定子どもが感染症等により医師から利用の停止を指示

され、当該月において幼稚園等を全く利用できなかったこと。 
０円 

備考 

１ この表における「被保護者のある世帯等」とは、被保護者のある世帯又は里親 

が支給認定保護者等である世帯をいう。 

２ この表における「均等割」とは、支給認定保護者等に係る特定保育又は保育 

（以下この表において「特定保育等」という。）を受けた月の属する年度（４月 

から８月までの場合にあっては、前年度）分の地方税法第２９２条第１項第１号 

に規定する均等割をいう。 

３ この表における「所得割合算額」とは、支給認定保護者等に係る特定保育等を 

受けた月の属する年度（４月から８月までの場合にあっては、前年度）分の地方 

税法第２９２条第１項第２号に規定する所得割の額を合算した額をいう。 

、 



４ この表における「要保護者等世帯」とは、特定保育等を受けた月に次の各号の 

いずれかに該当する者のある世帯をいう。 

⑴ 生活保護法第６条第２項に規定する要保護者（被保護者を除く。） 

⑵ 母子及び父子並びに寡婦福祉法第６条第６項に規定する配偶者のない女子で 

現に児童を扶養しているもの又は配偶者のない男子で現に児童を扶養している 

もの 

⑶ 身体障害者福祉法第１５条第４項の規定により身体障害者手帳の交付を受け 

た者 

⑷ 療育手帳制度要綱の規定により療育手帳の交付を受けた者 

⑸ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第４５条第２項の規定により精神 

障害者保健福祉手帳の交付を受けた者 

⑹ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律に定める特別児童扶養手当の支給対 

象児童 

⑺ 国民年金法に定める国民年金の障害基礎年金等の受給者 

⑻ その他市長が⑴に規定する者と同程度に生活が困窮していると認める者 

５ ３号認定子どもの母親が母子及び父子並びに寡婦福祉法施行令第１条第２号の 

女子に該当する場合は、地方税法第２９２条第１項第１１号イの「夫と死別し、 

若しくは夫と離婚した後婚姻をしていない者又は夫の生死の明らかでない者で政 

令で定めるもの」に該当するものとみなして算出した所得割の額に対応する階層 

に係る利用者負担額を適用するものとする。 

６ ３号認定子どもの父親が母子及び父子並びに寡婦福祉法施行令第１条の２第２ 

号の男子に該当する場合は、地方税法第２９２条第１項第１２号の「妻と死別し 

若しくは妻と離婚した後婚姻をしていない者又は妻の生死の明らかでない者で政 

令で定めるもの」に該当するものとみなして算出した所得割の額に対応する階層 

に係る利用者負担額を適用するものとする。 

７ ５及び６を適用する場合における地方税法の規定を準用して得た所得割の額と 

は、当該市町村民税を課した市町村の基準により算定した額とする。 

 

 

 

 

 

 

、 

 



   附 則 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ 改正後の津市特定教育・保育施設等の利用に係る利用者負担額等に関する

規則の規定は、平成２８年４月１日以後の特定教育・保育施設等の利用に係

る利用者負担額について適用し、同日前の特定教育・保育施設等の利用に係

る利用者負担額については、なお従前の例による。 



  

津市告示第１８５号

下記に係る国民健康保険被保険者証は無効であることを告示する。     

  平成２８年９月２３日

津市長 前 葉 泰 幸  

    

記

国民健康保険被保険者証

記号番号 交付年月日 無効となった日

０１０６２１５ 平成２７年１０月１日 平成２８年８月８日

０９９３５１９ 平成２７年１０月１日 平成２８年８月２２日



津市告示第１８６号 

津市自転車等の放置の防止に関する条例（平成１８年津市条例第２０９号）

第１２条第２項に基づき撤去し、保管している自転車について、同条例第１６

条第２項の規定により次のとおり告示する。 

 平成２８年９月２７日 

            津市長 前 葉 泰 幸   

１ 放置されていた場所、台数及び撤去した年月日 

放置されていた場所 台数 撤去した年月日 

江戸橋駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２８年 ９月 １日

江戸橋駅周辺自転車等放置禁止区域   １ 平成２８年 ９月 ２日

津駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２８年 ９月 ５日

津駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２８年 ９月 ６日

江戸橋駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２８年 ９月 ６日

久居駅周辺自転車等放置禁止区域   ２ 平成２８年 ９月 ６日

江戸橋駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２８年 ９月 ７日

津駅周辺自転車等放置禁止区域 ２ 平成２８年 ９月 ８日

津駅周辺自転車等放置禁止区域 ２ 平成２８年 ９月１３日

津駅周辺自転車等放置禁止区域 ２ 平成２８年 ９月１４日

江戸橋駅周辺自転車等放置禁止区域 ２ 平成２８年 ９月１４日

津新町駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２８年 ９月１５日

２ 保管期間 

   告示の日から９０日間 

３ 連絡先 

垂水自転車等保管庫  

０５９－２２２－６３０７ 



津市告示第１８７号 

 下記の者の市民税県民税及び固定資産税都市計画税の督促状は、住所居所不

明のため、送達することができないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第２０条の２の規定により公示送達する。 

 なお、この公示送達に係る関係書類は、津市政策財務部収税課で保管し、送

達を受けるべき者から交付の申出があればいつでも交付する。 

  平成２８年 ９月２９日 

津市長 前 葉 泰 幸  

記 

送達を受けるべき者の住所 送達を受けるべき者 送達を受けるべき文書 

○○○○○○○○○ ○○○○ ○○○○

○○○○ 

平成２４年度固定資産

税都市計画税督促状第

２期から第４期まで、平

成２４年度市民税県民

税督促状第４期、平成２

５年度固定資産税都市

計画税督促状第１期か

ら第４期まで、平成２５

年度市民税県民税督促

状第１期から第４期ま

で、平成２６年度固定資

産税都市計画税督促状

第１期から第４期まで

及び平成２７年度固定

資産税都市計画税督促

状第２期から第４期ま

で 

注意：地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算

して７日を経過したときに、書類の送達があったものとみなす。 



津市告示第１８８号 

地方自治法施行令第１５８条第１項の規定に基づき、津市国民健康保険竹原

診療所（巡回診療を含む。）における使用料及び手数料の徴収に関する事務の

一部を次のとおり委託したので地方自治法施行令第１５８条第２項及び津市会

計規則第１６条第３項の規定により告示する。 

平成２８年９月２９日 

津市長 前 葉 泰 幸    

１ 津市国民健康保険竹原診療所（巡回診療を含む。）における使用料及び手

数料の徴収に関する事務 

受託者 

吉永 さち子 

大畑 美和子 

２ 委託期間 

平成２８年１０月１日から平成２９年３月３１日まで 



津市告示第１８９号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第１項及び津市財政

公表条例（平成１８年津市条例第５１号）第３条の規定により平成２８年８月

３１日現在の財政状況を次のとおり告示する。 

  平成２８年９月３０日 

                      津市長 前 葉 泰 幸 

公表内容 

１ 会計別歳入歳出予算の執行状況 

２ 一般会計予算の収入及び目的別支出状況 

３ 市債の状況 

４ 基金の状況 

５ 市有財産の状況 

６ 市税の負担状況 



平成28年8月31日現在

           (単位:千円)

予算現額 収入済額 比率 予算現額 支出済額 比率

114,657,802 40,158,468 35.0% 114,657,802 32,929,681 28.7%

52,126,972 16,396,309 31.5% 52,126,972 16,285,523 31.2%

33,682,949 9,470,067 28.1% 33,682,949 11,170,762 33.2%

27,418 4,126 15.0% 27,418 7,185 26.2%

27,017,656 8,855,192 32.8% 27,017,656 8,983,320 33.2%

6,005,816 703,222 11.7% 6,005,816 1,537,285 25.6%

664,503 19,518 2.9% 664,503 51,017 7.7%

1,263,158 13,616 1.1% 1,263,158 156,685 12.4%

551,873 41,766 7.6% 551,873 51,319 9.3%

1,284,497 2 0.0% 1,284,497 710,557 55.3%

53,007 40,819 77.0% 53,007 3,720 7.0%

563 7 1.2% 563 45 8.0%

後 期 高 齢 者 医 療 事業
特 別 会 計

市 営 浄 化 槽 事 業
特 別 会 計

農 業 集 落 排 水 事 業
特 別 会 計

椋 本 財 産 区
特 別 会 計

介 護 保 険 事 業
特 別 会 計

簡 易 水 道 事 業
特 別 会 計

１　会計別歳入歳出予算の執行状況

住 宅 新 築 資 金 等 貸付
事 業 特 別 会 計

土 地 区 画 整 理 事 業
特 別 会 計

会　　計　　名
歳　　　　　入 歳　　　　　出

一 般 会 計

モ ー タ ー ボ ー ト 競走
事 業 特 別 会 計

国 民 健 康 保 険 事 業
特 別 会 計
（ 事 業 勘 定 ）

国 民 健 康 保 険 事 業
特 別 会 計
（直営診療施設勘定）



　（１）　収　　入 単位：千円

予算現額　A 収入済額　B 率（B/A) %

1 市 税 39,014,626 21,946,692 56.3%

2 地 方 譲 与 税 853,017 266,100 31.2%

3 利 子 割 交 付 金 77,600 14,727 19.0%

4 配 当 割 交 付 金 200,000 54,483 27.2%

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 75,000 0 0.0%

6 地 方 消 費 税 交 付 金 3,927,000 1,179,952 30.0%

7 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 271,600 127,778 47.0%

8 自 動 車 取 得 税 交 付 金 168,000 75,500 44.9%

9 国有提供施設等所在市町村助成交付金 43,000 0 0.0%

10 地 方 特 例 交 付 金 155,000 87,447 56.4%

11 地 方 交 付 税 18,000,000 8,858,902 49.2%

12 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 45,000 0 0.0%

13 分 担 金 及 び 負 担 金 1,925,707 525,319 27.3%

14 使 用 料 及 び 手 数 料 1,941,189 695,162 35.8%

15 国 庫 支 出 金 15,506,811 4,097,693 26.4%

16 県 支 出 金 6,448,393 815,430 12.6%

17 財 産 収 入 184,604 77,795 42.1%

18 寄 附 金 8,616 3,832 44.5%

19 繰 入 金 10,412,045 0 0.0%

20 繰 越 金 559,538 1,019,751 182.2%

21 諸 収 入 1,341,856 311,905 23.2%

22 市 債 13,499,200 0 0.0%

114,657,802 40,158,468 35.0%

2　一般会計予算の収入及び目的別支出状況

合　　　　　　　計

区　　　　　　分

平成28年8月31日現在



　（２）　支　　出 単位：千円

予算現額　A 支出済額　B 比率（B/A) %

1 議 会 費 646,127 287,311 44.5%

2 総 務 費 19,958,782 6,888,640 34.5%

3 民 生 費 39,625,238 11,289,084 28.5%

4 衛 生 費 10,337,462 2,239,367 21.7%

5 労 働 費 59,086 47,931 81.1%

6 農 林 水 産 業 費 2,847,817 601,333 21.1%

7 商 工 費 1,259,717 478,321 38.0%

8 土 木 費 15,427,840 5,961,367 38.6%

9 消 防 費 3,991,993 1,322,211 33.1%

10 教 育 費 10,408,143 3,538,919 34.0%

11 災 害 復 旧 費 290,211 208,793 71.9%

12 公 債 費 9,629,300 11,404 0.1%

13 諸 支 出 金 77,100 55,000 71.3%

14 予 備 費 98,986 0 0.0%

114,657,802 32,929,681 28.7%合　　　　　　　計

区　　　　　　　　分



1 47,712,265 47.1

（1） 総 務 8,490,012 8.4

（2） 民 生 1,885,759 1.9

（3） 衛 生 11,169,992 11.0

（4） 農 林 水 産 業 758,456 0.7

（5） 商 工 261,363 0.3

（6） 土 木 12,189,933 12.0

（7） 消 防 2,513,810 2.5

（8） 教 育 10,442,940 10.3

2 686,225 0.7

（1） 農 林 水 産 業 44,457 0.1

（2） 土 木 641,768 0.6

3 52,958,043 52.2

（1） 臨 時 財 政 対 策 債 50,507,432 49.8

（2） そ の 他 2,450,611 2.4

101,356,533 100.0

1,497,318 15.0

58,200 0.6

3,725,366 37.4

3,395,980 34.0

1,224,955 12.3

72,226 0.7

9,974,045 100.0

111,330,578

一 般
会 計

会 　計　 別

災　　害　　復　　旧　　債

合　　　　　　　　　　　　計

3　　市債の状況
平成28年8月31日現在

モ ー タ ー ボ ー ト 競 走

構成比
     （％）

特 別
会 計

計

農 業 集 落 排 水

区    　　　分

そ　　　　の　　　　他

平成２８年８月３１日現在　一時借入金　　　　　0千円　　　　

住 宅 新 築 資 金 等 貸 付

計

市 営 浄 化 槽

簡 易 水 道

未償還残高
　　　   (千円）

土 地 区 画 整 理

普　　　　通　　　　債



単位：千円

種　　　　　　　　別 積立金現在高

財 政 調 整 基 金 18,971,460

減 債 基 金 1,765,538

ふ る さ と 振 興 基 金 47,011

モ ー タ ボ ー ト 競 走 事 業 財 政 調 整 基 金 545,426

椋 本 財 産 区 財 政 調 整 基 金 16,331

国 際 交 流 推 進 基 金 217,398

介 護 保 険 事 業 運 営 基 金 1,156,411

青 山 高 原 保 健 保 養 地 管 理 基 金 57,466

農 業 集 落 排 水 事 業 基 金 7,969

緑 化 基 金 117,848

住 宅 新 築 資 金 等 貸 付 事 業 基 金 0

文 化 振 興 基 金 219,033

ま ち づ く り 振 興 基 金 3,530,408

ふ る さ と 津 か が や き 基 金 17,993

公 共 施 設 整 備 基 金 743,199

環 境 対 策 推 進 基 金 143,346

過 疎 地 域 振 興 事 業 基 金 241,689

モーターボート競走事業施設整備基金 1,595,285

市 営 浄 化 槽 事 業 基 金 11,177

合　　　　　　計 29,404,988

4　基金の状況

平成28年8月31日現在



平成28年8月31日現在

平成28年8月31日現在

63,943 円 145,433 円

56,360 円 128,187 円

7,492 円 17,041 円

6,258 円 14,233 円

2,410 円 5,481 円

136 円 308 円

210 円 478 円

136,809 円 311,161 円

＊公営企業会計保有分除く

※人口２８２，０５０人、世帯数１２４，０１０世帯（平成28年8月31日
現在）にて算出しています。

入 湯 税

そ の 他

計

市 た ば こ 税

軽 自 動 車 税

固 定 資 産 税

都 市 計 画 税

１ 人 当 た り 税 目

市 民 税

22,858,155.21㎡

１ 世 帯 当 た り

5  市有財産の状況

６　市税の負担状況

有 価 証 券 等

自 動 車

建 物

土 地

2,372,722千円

698台

1,058,054.30㎡



津市公告第１４０号

 狂犬病予防員より狂犬病予防法（昭和２５年法律第２４７号）第６条第１項

に基づく犬の抑留について通知がありましたので、同条第８項の規定により公

告します。

  平成２８年９月２３日

津市長 前 葉 泰 幸  

１ 抑留日  平成２８年９月１７日

２ 抑留期間 平成２８年９月２８日まで

捕獲した場所 種類 毛色 性別 体格 年齢 その他

津市片田久保町 雑種 茶 雄 中 ９１日以上 首輪あり

津市片田久保町 雑種 
こげ

茶黒 
雄 中 ９１日以上 首輪あり

３ 連絡先  津市環境部環境保全課

        電話 ０５９－２２９－３２８２

     津保健福祉事務所 保健衛生室衛生指導課

        電話 ０５９－２２３－５１９２



津市公告第１４１号

 津市農業振興地域整備計画を変更するので、農業振興地域の整備に関する法

律（昭和４４年法律第５８号）第１３条第４項において準用する同法第１１条

第１項の規定により公告し、当該農業振興地域整備計画の変更案及び変更しよ

うとする理由を記載した書面を次のとおり縦覧に供します。

 なお、本市に住所を有する者は、農業振興地域の整備に関する法律第１３条

第４項において準用する同法第１１条第２項の規定により、当該農業振興地域

整備計画の変更案に対し、縦覧期間満了の日までに意見書を提出することがで

きます（当該農業振興地域整備計画を変更したときは、提出された意見書の要

旨及び当該意見書の処理の結果を併せて公告します。）。

また、当該農業振興地域整備計画の変更案のうち農用地利用計画に係る農用

地区域内にある土地の所有者その他その土地に関し権利を有する者は、農業振

興地域の整備に関する法律第１３条第４項において準用する同法第１１条第３

項の規定により、当該農用地利用計画の変更案に対し、縦覧期間満了の日の翌

日から起算して１５日以内に異議を申し出ることができます。

  平成２８年９月２９日

 津市長  前 葉 泰 幸  

１ 農業振興地域整備計画の変更案の縦覧期間及び時間

期間 平成２８年９月２９日から平成２８年１０月３０日まで（ただし、

土・日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に

規定する休日を除く。）

時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで

２ 農業振興地域整備計画の変更案の縦覧場所、意見書の提出先及び異議の申

出先

津市農林水産部農林水産政策課（津市本庁舎６階）

  〒５１４－８６１１

  津市西丸之内２３番１号

  ＦＡＸ番号 ０５９－２２９－３１６８

  Ｅ－ｍａｉｌ 229-3171@city.tsu.lg.jp 
３ 意見書の提出方法、提出に当たっての留意事項

  意見は書面によるものとし、提出先に直接持参するか郵送又はファクシミ  



リ、電子メールにより受け付けます。

  津市の定める様式に住所、氏名、電話番号（法人にあっては、その名称、

代表者氏名、主たる事務所の所在地、電話番号）を記載してください。

４ 異議の申出方法、申出に当たっての留意事項

  申出は、書面（任意様式）によるものとし、申出先に直接持参するか、郵

送により行ってください。



津市公告第１４２号

 狂犬病予防員より狂犬病予防法（昭和２５年法律第２４７号）第６条第１項

に基づく犬の抑留について通知がありましたので、同条第８項の規定により公

告します。

  平成２８年９月２９日

津市長 前 葉 泰 幸  

１ 抑留日  平成２８年９月２３日

２ 抑留期間 平成２８年１０月４日まで

捕獲した場所 種類 毛色 性別 体格 年齢 その他

津市藤方 コーギー 黒白 雄 小 ９１日以上 首輪あり

３ 連絡先  津市環境部環境保全課

        電話 ０５９－２２９－３２８２

     津保健福祉事務所 保健衛生室衛生指導課

        電話 ０５９－２２３－５１９２



津市公告第１４３号

 狂犬病予防員より狂犬病予防法（昭和２５年法律第２４７号）第６条第１項

に基づく犬の抑留について通知がありましたので、同条第８項の規定により公

告します。

  平成２８年９月２９日

津市長 前 葉 泰 幸  

１ 抑留日  平成２８年９月２７日

２ 抑留期間 平成２８年１０月４日まで

捕獲した場所 種類 毛色 性別 体格 年齢 その他

津市河芸町三行 雑種 茶白 雌 中 ９１日以上 首輪あり

３ 連絡先  津市環境部環境保全課

        電話 ０５９－２２９－３２８２

     津保健福祉事務所 保健衛生室衛生指導課

        電話 ０５９－２２３－５１９２



津市上下水道事業告示第３４号 

  津市水道事業給水条例（平成１８年津市条例第２２２号）第１１条第１項及

び第４項の規定により、津市水道局指定給水装置工事事業者を次のとおり指定

したので、津市水道局指定給水装置工事事業者規程（平成１８年水道事業管理

規程第１４号）第１０条第１号の規定により告示する。 

  平成２８年９月２９日 

津市上下水道事業管理者 佐 治 輝 明 

名  称 所 在 地 指定年月日 

森下設備 名張市百合が丘東４番町８６番地 平成２８年９月８日 



津市教育委員会告示第１０号

 教育委員会を次のとおり招集する。

  平成２８年９月２７日

       津市教育委員会

                      委員長 庄 山 昭 子

１ 招集の日時 

平成２８年９月２８日（水） 午後１時３０分から

２ 招集の場所 

教育委員会室

３ 会議の事件 

 平成２８年度津市教育功労者表彰について

 津市青少年問題協議会委員の委嘱について



津市選挙管理委員会告示第７６号 

津市議会の議員及び津市長の選挙における選挙運動用自動車の使用の公営に

関する規程の一部を改正する告示を次のように定める。 

平成２８年９月３０日 

津市選挙管理委員会 

委員長 坂 口 賢 次 

津市議会の議員及び津市長の選挙における選挙運動用自動車の使

用の公営に関する規程の一部を改正する告示 

津市議会の議員及び津市長の選挙における選挙運動用自動車の使用の公営に

関する規程（平成１８年津市選挙管理委員会告示第４号）の一部を次のように

改正する。 

第１号様式及び第２号様式中「あて先」を「宛先」に改める。 

第４号様式備考４ 中「１５，３００円」を「１５，８００円」に改める。 

第７号様式中「あて先」を「宛先」に改める。 

附 則 

１ この告示は、公布の日から施行する。 

２ この告示による改正後の津市議会の議員及び津市長の選挙における選挙運

動用自動車の使用の公営に関する規程の規定は、この告示の施行の日（以下

「施行日」という。）以後その期日を告示される選挙について適用し、施行

日の前日までにその期日を告示された選挙については、なお従前の例による。 



津市選挙管理委員会告示第７７号 

津市長の選挙における選挙運動用ビラの作成の公営に関する規程の一部を改

正する告示を次のように定める。 

平成２８年９月３０日 

津市選挙管理委員会 

委員長 坂 口 賢 次 

津市長の選挙における選挙運動用ビラの作成の公営に関する規程

の一部を改正する告示 

津市長の選挙における選挙運動用ビラの作成の公営に関する規程（平成２１

年津市選挙管理委員会告示第７４号）の一部を次のように改正する。 

第１号様式及び第２号様式中「あて先」を「宛先」に改める。 

第４号様式備考４ 中「７円３０銭」を「７円５１銭」に改める。 

第５号様式中「あて先」を「宛先」に改める。 

第６号様式中「７円３０銭」を「７円５１銭」に改める。 

附 則 

１ この告示は、公布の日から施行する。 

２ この告示による改正後の津市長の選挙における選挙運動用ビラの作成の公

営に関する規程の規定は、この告示の施行の日（以下「施行日」という。）

以後その期日を告示される選挙について適用し、施行日の前日までにその期

日を告示された選挙については、なお従前の例による。 



津市選挙管理委員会告示第７８号 

津市議会の議員及び津市長の選挙における選挙運動用ポスターの作成の公営

に関する規程の一部を改正する告示を次のように定める。 

平成２８年９月３０日 

津市選挙管理委員会 

委員長 坂 口 賢 次 

津市議会の議員及び津市長の選挙における選挙運動用ポスターの

作成の公営に関する規程の一部を改正する告示 

津市議会の議員及び津市長の選挙における選挙運動用ポスターの作成の公営

に関する規程（平成１８年津市選挙管理委員会告示第５号）の一部を次のよう

に改正する。 

第１号様式及び第２号様式中「あて先」を「宛先」に改める。 

第４号様式備考４ ア中「５１０円４８銭」を「５２５円６銭」に、「３０

１，８７５円」を「３１０，５００円」に改め、同備考４ イ中「２５５，２

４０円」を「２６２，５３０円」に、「２６円７３銭」を「２７円５０銭」に、

「３０１，８７５円」を「３１０，５００円」に改める。 

第５号様式中「あて先」を「宛先」に改める。 

第６号様式備考２ 中「５１０円４８銭」を「５２５円６銭」に、「３０１，

８７５円」を「３１０，５００円」に改め、同備考２ 中「２５５，２４０円」

を「２６２，５３０円」に、「２６円７３銭」を「２７円５０銭」に、「３０

１，８７５円」を「３１０，５００円」に改める。 

附 則 

１ この告示は、公布の日から施行する。 

２ この告示による改正後の津市議会の議員及び津市長の選挙における選挙運

動用ポスターの作成の公営に関する規程の規定は、この告示の施行の日（以

下「施行日」という。）以後その期日を告示される選挙について適用し、施

行日の前日までにその期日を告示された選挙については、なお従前の例によ

る。 


